
10．セグメント情報（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
（単位：円）

区 分 地 震 研 究 火 山 研 究 E-defense研究 その他災害研究 小 計 法 人 共 通 合 計

Ò 事 業 費 用

１ 研 究 業 務 費 3¶769¶631¶379 354¶621¶377 2¶469¶521¶014 2¶278¶746¶216 8¶872¶519¶986 160¶634¶959 9¶033¶154¶945

２ 一 般 管 理 費 ` ` ` ` ` 776¶801¶536 776¶801¶536

３ 財 務 費 用 5¶847¶004 693¶500 0 24¶337¶913 30¶878¶417 ` 30¶878¶417

４ 雑 損 等 11¶177¶897 70¶800 401¶174 0 11¶649¶871 231¶601 11¶881¶472

計 3¶786¶656¶280 355¶385¶677 2¶469¶922¶188 2¶303¶084¶129 8¶915¶048¶274 937¶668¶096 9¶852¶716¶370

Ó 事 業 収 益

１ 運営費交付金収益 2¶997¶723¶930 265¶620¶395 1¶910¶959¶192 2¶017¶260¶642 7¶191¶564¶159 943¶615¶948 8¶135¶180¶107

２ 受託事業収入等 231¶846¶970 8¶026¶631 184¶472¶517 151¶998¶393 576¶344¶511 21¶841¶247 598¶185¶758

３ 資産見返負債戻入 476¶321¶527 81¶687¶759 373¶574¶182 107¶993¶087 1¶039¶576¶555 39¶068¶857 1¶078¶645¶412

４ 財 務 収 益 ` ` ` ` ` 2¶150¶146 2¶150¶146

５ 雑 益 等 20¶345¶554 538¶965 181¶914¶230 23¶071¶197 225¶869¶946 3¶901¶170 229¶771¶116

計 3¶726¶237¶981 355¶873¶750 2¶650¶920¶121 2¶300¶323¶319 9¶033¶355¶171 1¶010¶577¶368 10¶043¶932¶539

Ô 事業損益（�損失） � 60¶418¶299 488¶073 180¶997¶933 � 2¶760¶810 118¶306¶897 72¶909¶272 191¶216¶169

Õ 総 資 産 12¶553¶736¶446 783¶232¶861 31¶406¶983¶070 3¶338¶348¶707 48¶082¶301¶084 21¶060¶238¶550 69¶142¶539¶634

１ 現 金 及 び 預 金 ` ` ` ` ` 2¶431¶206¶361 2¶431¶206¶361

２ 建 物 3¶170¶922¶657 144¶868¶771 9¶352¶474¶887 901¶901¶591 13¶570¶167¶906 1¶809¶965¶152 15¶380¶133¶058

３ 構 築 物 3¶394¶705¶458 243¶595¶282 666¶649¶938 78¶230¶365 4¶383¶181¶043 147¶034¶729 4¶530¶215¶772

４ 機 械 及 び 装 置 29¶479¶816 1¶872¶498 20¶282¶070¶607 239¶389¶611 20¶552¶812¶532 0 20¶552¶812¶532

５ 工 具 器 具 備 品 4¶571¶004¶365 353¶992¶055 983¶145¶694 1¶381¶044¶567 7¶289¶186¶681 43¶715¶602 7¶332¶902¶283

６ 土 地 533¶367¶600 0 0 706¶000¶000 1¶239¶367¶600 16¶580¶000¶000 17¶819¶367¶600

７ 建 設 仮 勘 定 57¶214¶500 0 0 0 57¶214¶500 0 57¶214¶500

８ そ の 他 797¶042¶050 38¶904¶255 122¶641¶944 31¶782¶573 990¶370¶822 48¶316¶706 1¶038¶687¶528
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~ １ 地震研究の分野は地震調査、地震防災で、火山研究の分野は火山活動調査で、E-defense研究の分野はE-defenseを用いた研究で、その他災害研究の分野は豪雨災害、雪氷防災等であります。
２ 事業費用のうち法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用の金額は937¶668¶096円であり、その主なものは総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。
３ 事業収益のうち法人共通の項目に含めた配賦不能事業収益の金額は1¶010¶577¶368円であり、その主なものは総務・経理部門等の管理部門に係る運営費交付金収益であります。
４ 資産のうち法人共通の項目に含めた法人共通資産の金額は21¶060¶238¶550円であり、その主なものは管理部門に係る資産及び各セグメントで共通に使用し各セグメントへの配賦を行なっていな
い固定資産であります。
５ 各セグメント毎の損益外減価償却相当額については、地震研究2¶126¶630¶449円、火山研究64¶114¶608円、E-defense2¶009¶336¶189円、その他災害研究154¶592¶577円、法人共通161¶023¶441円であり
ます。
６ 各セグメント毎の引当外退職給付増加見積額については、地震研究－50¶448¶009円、火山研究5¶069¶335円、E-defense3¶767¶924円、その他災害研究－34¶946¶234円、法人共通－4¶755¶920円であり
ます。
７ 各セグメント毎の引当外賞与見積額については、地震研究－964¶722円、火山研究1¶032¶202円、E-defense－687¶448円、その他災害研究－469¶211円、法人共通－1¶066¶551円であります。
８ 損益計算書には、前中期目標期間繰越積立金取崩額4¶090¶143円が計上されております。
９ 当事業年度より、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、資産除去債務を計上しております。これにより、地震研究セグメントの研究業務費が58¶360円、雑損等が5¶698¶649円増加しております。�
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